
・基金総額：９１６億円
・実施期限：平成２１～２６年度末まで

○ 平成21年度第1次補正予算等を原資として、各都道府県に「介護職員処遇改善等臨時特例基金」を設置。

○ 当該基金を取り崩して、円滑な施設開設のための開設準備経費に対する支援や、大都市部等において、介護施
設等の整備を促進するため、定期借地権設定に際して土地所有者に支払われた一時金についての支援を実施。
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①施設開設準備経費助成特別対策事業（７８６億円）＜２１①補正：６８１億円、２４予備費：１０５億円＞

○事業内容：特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する経費について助成。
○対象施設：（広域型含む）特別養護老人ホーム、老人保健施設、ケアハウス（特定施設）、養護老人

ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所
○対象経費（例）： ・施設の開設に当たり必要となる初年度設備

・開設前の看護・介護職員等の雇い上げ経費（最大６ヶ月間の訓練等の期間）

・開設のための普及啓発経費（地域住民の事業に対する理解を深めるための連絡会等の開催、

利用希望者本人や家族への施設概要説明・処遇内容等の紹介）

・職員の募集経費（広報誌発行、説明会開催等の活動費）

・開設に当たっての周知・広報経費（パンフレット、ホームページの開設等のＰＲ費用）

・開設準備事務経費（経営コンサルタント<会計処理、労務管理、開設届出書類等の作成等>に
要する経費）

・その他開設の準備に必要な経費
○助成単価：１床あたり61.8万円以内で都道府県知事が定めた額

②定期借地権利用による整備促進特別対策事業（１３１億円）＜２１①補正：１１８億円、２４予備費：１３億円＞

○事業内容：定期借地権設定に際して土地所有者に支払われた一時金について助成。
○対象施設：（広域型含む）特別養護老人ホーム、老人保健施設、ケアハウス（特定施設）、養護老人

ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所
○助成条件：助成対象の一時金は、地代の前払いの性格を有するものに限り、保証金は対象外とする。

なお、定期借地権の設定期間は、５０年間以上を想定。
○助成単価：定期借地権設定に伴い授受される一時金（※）の半額を助成

※敷地の路線価評価額の１／２を助成対象の上限とする。

※なお、同基金で行っていた「介護職員処遇改善事業」は２３年度末をもって終了。
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